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国 立 大 学 法 人 京 都 大 学 有 期 雇 用 教 職 員 就 業 規 則 等 新 旧 対 照 表 
改    正    前 改    正    後 

国立大学法人京都大学有期雇用教職員就業規

則 

（平成１７年達示第３７号） 

 （前 略） 

（休日） 

第４７条 有期雇用教職員の休日は、次の各号に定

めるとおりとする。 

 (1) （略） 

 (2) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第

１７８号）に規定する休日（次号及び第５号にお

いて「祝日法による休日」という。） 

 (3)・(4) （略） 

 (5) ８月第３週の月曜日、火曜日及び水曜日（祝日

法による休日を除く。）（夏季一斉休業日） 

２～４ （略） 

 （中 略） 

（年次休暇） 

第５３条 有期雇用教職員の有給の年次休暇は、次

の表の左欄に掲げる年次休暇を付与する日の区分

に応じ、同表の中欄に掲げる日数を付与する。 

 

年次休暇を付与する日 日数 その他の事項 

雇用の日 １０日 ６月を超える契約

期間を定めて雇用

された場合に限

る。 

雇用の日か

ら起算した

継続勤務期

間が右欄に

掲げる年数

を経過した

日 

１年 １１日 年次休暇を付与す

る日の前１年間に

おける全勤務日の

８割以上出勤した

場合に限る。 

２年 １２日 

３年 １４日 

４年 １６日 

５年 １８日 

６年以上 ２０日 

２ （略） 

３ 年次休暇は、有期雇用教職員の請求した時季に

与えるものとする。ただし、有期雇用教職員の請求

した時季に与えることが業務の正常な運営に支障

を生ずると認める場合には、他の時季に与えるこ

とがあるものとする。 

 

 

 

 

 

４ 前項の規定にかかわらず、第１項の規定による

年次休暇が１０日以上与えられた有期雇用教職員

に対しては、年次休暇を付与する日から１年以内

 

 

 

 

（休日） 

第４７条  

 

 (1)  

 (2) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第

１７８号）に規定する休日（次号において「祝日

法による休日」という。） 

 (3)・(4) （同 左） 

 

 

２～４  （同 左） 

 

（年次休暇） 

第５３条 有期雇用教職員の有給の年次休暇は、一

の事業年度ごとにおける休暇とし、次の各号に掲

げる区分に応じ、当該各号に定める日数を付与す

る。 

(1) 新たに雇用された場合 その事業年度の雇用

月に応じ、別表第８に定める日数 

(2) 前事業年度から引き続き雇用されている場合 

雇用の日から起算した継続勤務期間に応じ、別

表第９に定める日数（前年度の全勤務日の８割

以上出勤した場合に限る。） 

 

 

 

 

 

 

２  

３  

 

 

 

 

４ 前項の規定にかかわらず、労基法第３９条第６項

に基づく労使協定の定めるところにより年次休暇

を計画的に与えることとした場合は、当該協定の

定めるところにより年次休暇を与えるものとす

る。 

５ 前２項の規定にかかわらず、第１項の規定によ

る年次休暇が１０日以上与えられた有期雇用教職

員に対しては、年次休暇を付与する日から１年以

（同 左） 

（同 左） 
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に、当該有期雇用教職員の有する年次休暇日数の

うち５日（有期雇用教職員が前項の規定による年

次休暇を取得した場合にあっては、当該取得した

日数（当該日数が５日を超える場合には、５日とす

る。）分を５日から控除した日数）を超えない範囲

の日数について、大学が有期雇用教職員の意見を

聴取し、その意見を尊重した上で、あらかじめ時季

を指定して取得させることができる。 

５ 年次休暇を取得しようとする有期雇用教職員

は、あらかじめ休暇簿に所要の事項を記入して届

け出なければならない。ただし、やむを得ない事由

によってあらかじめ届け出ることができなかった

場合には、その事由を付して事後において届け出

なければならない。 

６ 年次休暇（この項の規定により繰り越されたも

のを除く。）は、２０日を限度として、次の１年間

に繰り越すことができる。 

７ （略） 

（年次休暇以外の休暇） 

第５４条 次の各号に掲げる場合には、有期雇用教

職員（第７号、第１０号、第１１号、第１４号及び

第１５号に掲げる場合にあっては、６月以上の契

約期間が定められている者又は６月以上継続勤務

している者に限る。）に対して当該各号に掲げる期

間の有給の休暇を与えるものとする。 

 (1)～(6) （略） 

(7) 夏季における盆等の諸行事、心身の健康の維

持及び増進又は家庭生活の充実のため勤務しな

いことが相当であると認められる場合 一の事

業年度の６月から１２月までの期間における、

休日を除いて原則として連続する３日の範囲内

の期間 

 

(8)～(15) （略） 

 

 

 

 

２ （略） 

３ 前２項の休暇は、必要に応じて１日、１時間又は

１分を単位として取り扱うものとする。ただし、第

１項第１２号及び第１３号に該当する場合におい

ては、１日を単位として取り扱わなければならな

い。 

４ （略） 

 （中 略） 

第７章 育児・介護休業等 

（育児・介護休業等） 

第５８条 有期雇用教職員の育児休業、育児部分休

内に、当該有期雇用教職員の有する年次休暇日数

のうち５日（有期雇用教職員が前２項の規定によ

る年次休暇を取得した場合にあっては、当該取得

した日数（当該日数が５日を超える場合には、５日

とする。）分を５日から控除した日数）を超えない

範囲の日数について、大学が有期雇用教職員の意

見を聴取し、その意見を尊重した上で、あらかじめ

時季を指定して取得させることができる。 

６ 第４項に定める場合を除き、年次休暇を取得し

ようとする有期雇用教職員は、あらかじめ休暇簿

に所要の事項を記入して届け出なければならな

い。ただし、やむを得ない事由によってあらかじめ

届け出ることができなかった場合には、その事由

を付して事後において届け出なければならない。 

７ 年次休暇（この項の規定により繰り越されたも

のを除く。）は、２０日を限度として、当該事業年

度の翌事業年度に繰り越すことができる。 

８ （同 左） 

（年次休暇以外の休暇） 

第５４条  

 

 

 

 

 

 (1)～(6)  

(7) 夏季における盆等の諸行事、心身の健康の維

持及び増進又は家庭生活の充実のため勤務しな

いことが相当であると認められる場合 一の事

業年度の６月から１２月までの期間における、

休日及び前条第４項の規定による年次休暇を取

得する日を除いて原則として連続する３日の範

囲内の期間 

(8)～(15) （同 左） 

(16) 有期雇用教職員が、ワークライフバランス及

び業務の生産性の向上を図るため、勤務しない

ことが相当であると認められるとき 一の事業

年度において３日の範囲内の期間 

２ （同 左） 

３ 前２項の休暇は、必要に応じて１日、１時間又は

１分を単位として取り扱うものとする。ただし、第

１項第１２号、第１３号及び第１６号に該当する

場合においては、１日を単位として取り扱わなけ

ればならない。 

４ （同 左） 

 

第７章 育児・介護休業等 

（育児・介護休業等） 

第５８条 有期雇用教職員の育児休業、育児部分休

（同 左） 
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業、介護休業、介護部分休業、介護時間、時間外勤

務の免除・制限及び深夜勤務の制限に関し必要な

事項は、育児・介護規程を準用する（第１２条第２

項から第１４条の１０まで、第２０条の２から第

２０条の６まで、第３９条及び第４３条の６から

第４３条の９までを除く。）。この場合において、

「教職員」とあるのは「有期雇用教職員」と読み替

えるほか、別表第８の左欄に掲げる育児・介護規程

の条の規定は、同表右欄のとおりとする。 

 （後 略） 

別表第１～７ （略） 

 

別表第８ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国立大学法人京都大学時間雇用教職員就業規

則 

（平成１７年達示第３８号） 

（前 略） 

（年次休暇） 

第４５条 時間雇用教職員の有給の年次休暇は、次

の表の１週間又は１年間の勤務日の日数欄の区分

に応じ、年次休暇を付与する日の項の区分ごとに

定める日数を付与する。 
 １週間又は１年間の勤務日の日数 その他の事項 

５日 ４日 ３日 ２日 １日 １週間の勤務日

が４日以下とさ

れている時間雇

用教職員で１週

間の勤務時間が

３０時間以上で

あるものは、５

日の勤務日の区

分を適用する。 

２１７

日以上 

１６９

日から

２１６

日まで 

１２１

日から

１６８

日まで 

７３日

か ら 

１２０

日まで 

４８日

か ら 

７２日

まで 

週以外の期間に

よって勤務日が

定められている

ものに適用す

る。 

年次

休暇

を付

与す

雇用の日 １０日 ７日 ５日 ３日 １日 ６月を超える契

約期間を定めて

雇用された場合

に限る。 

業、介護休業、介護部分休業、介護時間、時間外勤

務の免除・制限及び深夜勤務の制限に関し必要な

事項は、育児・介護規程を準用する（第１２条第２

項から第１４条の１０まで、第２０条の２から第

２０条の６まで、第３９条及び第４３条の６から

第４３条の９までを除く。）。この場合において、

「教職員」とあるのは「有期雇用教職員」と読み替

えるほか、別表第１０の左欄に掲げる育児・介護規

程の条の規定は、同表右欄のとおりとする。 

 

別表第１～７ （同 左） 

別表第８・９ （別 添） 

別表第１０  （同 左） 

 

   附 則（令和４年達示第７６号） 抄 
（施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 
（経過措置） 

２ 改正後の国立大学法人京都大学有期雇用教職員

就業規則第５３条第７項の規定にかかわらず、令

和３年４月２日から令和４年３月３１日までの間

に付与された年次休暇については令和６年３月３

１日まで、令和４年４月２日から令和５年３月３

１日までの間に付与された年次休暇については令

和７年３月３１日まで、それぞれ２０日を限度と

して繰り越すことができる。 
 

 

 

 

 

（年次休暇） 

第４５条 時間雇用教職員の有給の年次休暇は、一

の事業年度ごとにおける休暇とし、次の各号に掲

げる区分に応じ、当該各号に定める日数を付与す

る。 

(1) 新たに雇用された場合 その事業年度の雇用

月に応じ、別表第７に定める日数 

(2) 前事業年度から引き続き雇用されている場合 

雇用の日から起算した継続勤務期間に応じ、別

表第８に定める日数（前事業年度の全勤務日の

８割以上出勤した場合に限る。） 
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る日 雇用の

日から

起算し

た継続

勤務期

間が右

欄に掲

げる年

数を経

過した

日 

１年 １１日 ８日 ６日 ４日 ２日 年次休暇を付与

する日の前１年

間における全勤

務日の８割以上

出勤した場合に

限る。 

２年 １２日 ９日 ６日 ４日 ２日 

３年 １４日 １０日 ８日 ５日 ２日 

４年 １６日 １２日 ９日 ６日 ３日 

５年 １８日 １３日 １０日 ６日 ３日 

６年

以上 

２０日 １５日 １１日 ７日 ３日 

２ （略） 

３ 年次休暇は、時間雇用教職員の請求した時季に

与えるものとする。ただし、時間雇用教職員の請求

した時季に与えることが業務の正常な運営に支障

を生ずると認める場合には、他の時季に与えるこ

とがあるものとする。 

 

 

 

 

 

４ 前項の規定にかかわらず、第１項の規定による

年次休暇が１０日以上与えられた時間雇用教職員

に対しては、年次休暇を付与する日から１年以内

に、当該時間雇用教職員の有する年次休暇日数の

うち５日（時間雇用教職員が前項の規定による年

次休暇を取得した場合にあっては、当該取得した

日数（当該日数が５日を超える場合には、５日とす

る。）分を５日から控除した日数）を超えない範囲

の日数について、大学が時間雇用教職員の意見を

聴取し、その意見を尊重した上で、あらかじめ時季

を指定して取得させることができる。 

５ 年次休暇を取得しようとする時間雇用教職員

は、あらかじめ休暇簿に所要の事項を記入して届

け出なければならない。ただし、やむを得ない事由

によってあらかじめ届け出ることができなかった

場合には、その事由を付して事後において届け出

なければならない。 

６ 年次休暇（この項の規定により繰り越されたも

のを除く。）は、２０日を限度として、次の１年間

に繰り越すことができる。 

７ （略） 

（年次休暇以外の休暇） 

第４６条 次の各号に掲げる場合には、時間雇用教

職員（第７号、第１１号、第１２号、第１５号及び

第１６号に掲げる場合にあっては、６月以上の契

約期間が定められている者又は６月以上継続勤務

している者（第７号に掲げる場合にあっては、１週

間の所定勤務日数が２日以下である者又は週以外

の期間によって勤務日が定められている時間雇用

教職員で１年間の勤務日が１２０日以下である者

を除き、第１１号に掲げる場合にあっては、週以外

 

 

 

 

 

 
 
２ 

３ 

 

 

 

 

４ 前項の規定にかかわらず、労基法第３９条第６

項に基づく労使協定の定めるところにより年次休

暇を計画的に与えることとした場合は、当該協定

の定めるところにより年次休暇を与えるものとす

る。 

５ 前２項の規定にかかわらず、第１項の規定によ

る年次休暇が１０日以上与えられた時間雇用教職

員に対しては、年次休暇を付与する日から１年以

内に、当該時間雇用教職員の有する年次休暇日数

のうち５日（時間雇用教職員が前２項の規定によ

る年次休暇を取得した場合にあっては、当該取得

した日数（当該日数が５日を超える場合には、５日

とする。）分を５日から控除した日数）を超えない

範囲の日数について、大学が時間雇用教職員の意

見を聴取し、その意見を尊重した上で、あらかじめ

時季を指定して取得させることができる。 

６ 第４項に定める場合を除き、年次休暇を取得し

ようとする時間雇用教職員は、あらかじめ休暇簿

に所要の事項を記入して届け出なければならな

い。ただし、やむを得ない事由によってあらかじめ

届け出ることができなかった場合には、その事由

を付して事後において届け出なければならない。 

７ 年次休暇（この項の規定により繰り越されたも

のを除く。）は、２０日を限度として、当該事業年

度の翌事業年度に繰り越すことができる。 

８ （同 左） 

 （年次休暇以外の休暇） 

第４６条 次の各号に掲げる場合には、時間雇用教

職員（第７号、第１１号、第１２号、第１５号及

び第１６号に掲げる場合にあっては、６月以上の

契約期間が定められている者又は６月以上継続勤

務している者（第７号及び第１７号に掲げる場合

にあっては、１週間の所定勤務日数が２日以下で

ある者又は週以外の期間によって勤務日が定めら

れている時間雇用教職員で１年間の勤務日が１２

０日以下である者を除き、第１１号に掲げる場合

（同 左） 
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の期間によって勤務日が定められている職員で１

年間の勤務日が４７日以下である者を除く。）に限

り、第９号に掲げる場合にあっては、別表第３に掲

げる者を除く。）に対して当該各号に掲げる期間の

有給の休暇を与えるものとする。 

 

 (1)～(6) （略） 

(7) 夏季における盆等の諸行事、心身の健康の維

持及び増進又は家庭生活の充実のため勤務しな

いことが相当であると認められる場合 次の表

の１週間又は１年間の勤務日の日数欄の区分に

応じ、一の事業年度の６月から１２月までの期

間において、同表の日数の項に掲げる、休日を除

いて原則として連続する日数の範囲内の期間 

 

 
 １週間又は１年間の勤務日の日数 その他の事項 

５日 ４日 ３日 １週間の勤務日が４

日以下とされている

時間雇用教職員で１

週間の勤務時間が３

０時間以上であるも

のは、５日の勤務日の

区分を適用する。 

２１７日以上 １６９日から

２１６日まで 

１２１日から

１６８日まで 

週以外の期間によっ

て勤務日が定められ

ているものに適用す

る。 

日数 ３日 ２日 １日  

(8)～(16) （略） 

 

 

 

 

 

２ （略） 

３ 前２項の休暇は、必要に応じて１日、１時間又は

１分を単位として取り扱うものとする。ただし、第

１項第９号、第１３号及び第１４号に掲げる場合

においては、１日を単位として取り扱わなければ

ならない。 

４ （略） 

 （中 略） 

（育児・介護休業等） 

第５０条 時間雇用教職員の育児休業、育児部分休

業、介護休業、介護部分休業、介護時間、時間外勤

務の免除・制限及び深夜勤務の制限に関し必要な

事項は、育児・介護規程を準用する（第１２条第２

項から第１４条の１０まで、第２０条の２から第

２０条の６まで、第３９条及び第４３条の６から

第４３条の９までを除く。）。この場合において、

「教職員」とあるのは「時間雇用教職員」と読み替

えるほか、別表第７の左欄に掲げる育児・介護規程

にあっては、週以外の期間によって勤務日が定め

られている職員で１年間の勤務日が４７日以下で

ある者を除く。）に限り、第９号に掲げる場合に

あっては、別表第３に掲げる者を除く。）に対し

て当該各号に掲げる期間の有給の休暇を与えるも

のとする。 

(1)～(6)  （同 左） 

(7) 夏季における盆等の諸行事、心身の健康の維

持及び増進又は家庭生活の充実のため勤務しな

いことが相当であると認められる場合 次の表

の１週間又は１年間の勤務日の日数欄の区分に

応じ、一の事業年度の６月から１２月までの期

間において、同表の日数の項に掲げる、休日及び

前条第４項の規定による年次休暇を取得する日

を除いて原則として連続する日数の範囲内の期

間 
 １週間又は１年間の勤務日の日数 その他の事項 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

   

日数     

(8)～(16) （同 左） 

(17) 時間雇用教職員が、ワークライフバランス及

び業務の生産性の向上を図るため、勤務しない

ことが相当であると認められるとき 一の事業

年度において第７号の表の日数の項に掲げる日

数の範囲内の期間 

２ （同 左） 

３ 前２項の休暇は、必要に応じて１日、１時間又は

１分を単位として取り扱うものとする。ただし、第

１項第９号、第１３号、第１４号及び第１７号に掲

げる場合においては、１日を単位として取り扱わ

なければならない。 

４ （同 左） 

 

（育児・介護休業等） 

第５０条 時間雇用教職員の育児休業、育児部分休

業、介護休業、介護部分休業、介護時間、時間外勤

務の免除・制限及び深夜勤務の制限に関し必要な

事項は、育児・介護規程を準用する（第１２条第２

項から第１４条の１０まで、第２０条の２から第

２０条の６まで、第３９条及び第４３条の６から

第４３条の９までを除く。）。この場合において、

「教職員」とあるのは「時間雇用教職員」と読み替

えるほか、別表第９の左欄に掲げる育児・介護規程

（同 左） 
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の条の規定は、同表右欄のとおりとする。 

 （後 略） 

別表第１～６ （略） 

 

別表第７ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国立大学法人京都大学特定有期雇用教職員就

業規則 

（平成１８年達示第２１号） 

（前 略） 

別表第３ （略） 

 

 

 

 

 

 

国立大学法人京都大学支援職員就業規則 

（令和４年達示第３号） 

（前 略） 

別表第３ （略） 

 

の条の規定は、同表右欄のとおりとする。 

 

別表第１～６ （同 左） 

別表第７・８ （別 添） 

別表第９   （同 左） 

 

   附 則（令和４年達示第７６号） 抄 
（施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 
（経過措置） 

３ 改正後の国立大学法人京都大学時間雇用教職員

就業規則第４５条第７項の規定にかかわらず、令

和３年４月２日から令和４年３月３１日までの間

に付与された年次休暇については令和６年３月３

１日まで、令和４年４月２日から令和５年３月３

１日までの間に付与された年次休暇については令

和７年３月３１日まで、それぞれ２０日を限度と

して繰り越すことができる。 
 

 

 

 

 

 

別表第３ （別 添） 

 

   附 則（令和４年達示第７６号） 抄 
（施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 
 

 

 

 

 

別表第３ （別 添） 

 

   附 則（令和４年達示第７６号） 抄 
（施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 
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国立大学法人京都大学有期雇用教職員就業規則 

（平成１７年達示第３７号） 

 

別表第８ 

雇用月 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

１０日 １０日 １０日 １０日 １０日 １０日 ８日 ７日 ６日 ４日 ３日 １日 

※ ６月を超える契約期間が定められているものに適用する。 

別表第９ 

雇用の日から起算した継続勤務期間 

１年以下 １年を超え２年

以下の年数 

２年を超え３年

以下の年数 

３年を超え４年

以下の年数 

４年を超え５年

以下の年数 

５年を超える年

数 

１１日 １２日 １４日 １６日 １８日 ２０日 

 

国立大学法人京都大学時間雇用教職員就業規則 

（平成１７年達示第３８号） 

 

別表第７（第４５条関係） 

週 の

勤 務

日数 

１ 年 間

の 勤 務

日数 

雇用月 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０

月 

１１

月 

１２

月 

１月 ２月 ３月 

５日 ２ １ ７

日以上 

１０

日 

１０

日 

１０

日 

１０

日 

１０

日 

１０

日 

８日 ７日 ６日 ４日 ３日 １日 

４日 １ ６ ９

日 か ら

２ １ ６

日まで 

７日 ７日 ７日 ７日 ７日 ７日 ５日 ４日 ４日 ２日 ２日 １日 

３日 １ ２ １

日 か ら

１ ６ ８

日まで 

５日 ５日 ５日 ５日 ５日 ５日 ４日 ３日 ３日 ２日 １日 １日 

２日 ７ ３ 日

か ら 

１ ２ ０

日まで 

３日 ３日 ３日 ３日 ３日 ３日 ２日 ２日 １日 １日 ０日 ０日 

１日 ４ ８ 日

か ら 

７ ２ 日

まで 

１日 １日 １日 １日 １日 １日 ０日 ０日 ０日 ０日 ０日 ０日 

※ １週間の勤務日が４日以下とされている時間雇用教職員で１週間の勤務時間が３０時間以上であるもの

は、５日の勤務日の区分を適用する。 

※ １年間の勤務日数は、週以外の期間によって勤務日が定められているものに適用する。 

※ ６月を超える契約期間が定められているものに適用する。 

別表第８（第４５条関係） 

週の勤務

日数 

１年間の勤

務日数 

雇用の日から起算した継続勤務期間 

１年以下 １年を超え

２年以下の

年数 

２年を超え

３年以下の

年数 

３年を超え

４年以下の

年数 

４年を超え

５年以下の

年数 

５年を超え

る年数 
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５日 ２１７日以

上 

１１日 １２日 １４日 １６日 １８日 ２０日 

４日 １６９日か

ら２１６日

まで 

８日 ９日 １０日 １２日 １３日 １５日 

３日 １２１日か

ら１６８日

まで 

６日 ６日 ８日 ９日 １０日 １１日 

２日 ７３日から

１２０日ま

で 

４日 ４日 ５日 ６日 ６日 ７日 

１日 ４８日から

７２日まで 

２日 ２日 ２日 ３日 ３日 ３日 

※ １週間の勤務日が４日以下とされている時間雇用教職員で１週間の勤務時間が３０時間以上であるもの

は、５日の勤務日の区分を適用する。 

※ １年間の勤務日数は、週以外の期間によって勤務日が定められているものに適用する。 

 

国立大学法人京都大学特定有期雇用教職員就業規則 

（平成１８年達示第２１号） 

 

別表第３（第２４条第４項関係） 

勤務時間等規程
の規定 

適用する規定 

（前 略） 

第２１条 第２１条 年次休暇は、一の事業年度ごとにおける休暇とし、その日数は、一の事業
年度において、次の各号に掲げる短時間勤務特定職員の区分に応じて、当該各号に掲
げる日数とする。 
(1) （略） 
(2) 当該事業年度の中途において、新たに短時間勤務特定職員となった者 その者
の当該事業年度における在職期間及び１週間の勤務日の日数に応じ、次の表の日
数欄に掲げる日数（以下この条において「基本日数」という。）  

在職期間 
１週間の勤務日の日数 

５日 ４日 ３日 ２日 １日 
１月に達するまでの期間 ２日 ２日 ２日 １日 １日 
１月を超え２月に達するまでの期間 ３日 ３日 ２日 ２日 １日 
２月を超え３月に達するまでの期間 ５日 ４日 ３日 ２日 １日 
３月を超え４月に達するまでの期間 ７日 ６日 ４日 ３日 ２日 
４月を超え５月に達するまでの期間 ８日 ６日 ５日 ３日 ２日 
５月を超え６月に達するまでの期間 １０日 ８日 ６日 ４日 ２日 
６月を超え７月に達するまでの期間 １２日 ９日 ７日 ５日 ２日 
７月を超え８月に達するまでの期間 １３日 １０日 ８日 ５日 ２日 
８月を超え９月に達するまでの期間 １５日 １２日 ９日 ６日 ３日 
９月を超え１０月に達するまでの期間 １７日 １３日 １０日 ６日 ３日 
１０月を超え１１月に達するまでの期間 １８日 １４日 １０日 ７日 ３日 
１１月を超え１年未満までの期間 ２０日 １５日 １１日 ７日 ３日 
(3) 当該事業年度において新たに行政執行法人の職員、国家公務員（特別職に属す
る者を含む。）、国有林野事業を行う国の経営する企業に勤務する職員の給与等に
関する特例法（昭和２９年法律第１４１号）の適用を受ける職員、地方公務員、地
方独立行政法人の職員又は沖縄振興開発金融公庫その他その業務が国の事務若し
くは事業と密接な関連を有する法人のうち国家公務員退職手当法施行令（昭和２
８年政令第２１５号）第９条の２各号に掲げる法人の職員（以下この条において
「国等の職員」という。）となった者で、引き続き短時間勤務特定職員となったも
の 国等の職員となった日において新たに短時間勤務特定職員となったものとみ
なした場合におけるその者の在職期間に応じた基本日数から、新たに短時間勤務
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特定職員となった日の前日までの間に使用した年次休暇に相当する休暇の日数を
減じて得た日数（当該日数が基本日数に満たない場合にあっては、基本日数） 

(4) 当該事業年度の前事業年度において国等の職員であった者であって引き続き当
該事業年度に新たに短時間勤務特定職員となったもの又は当該事業年度の前事業
年度において短時間勤務特定職員であった者であって引き続き当該事業年度に国
等の職員となり引き続き再び短時間勤務特定職員となったもの 国等の職員とし
ての在職期間及びその在職期間中における年次休暇に相当する休暇の残日数等を
考慮し、その者の１週間の勤務日の日数に応じ、１号に掲げる表の日数欄に掲げる
日数（以下この号において「基礎日数」という。）に当該事業年度の前事業年度に
おける年次休暇に相当する休暇又は年次休暇の残日数（当該日数が基礎日数を超
える場合にあっては、基礎日数）を加えて得た日数から、短時間勤務特定職員とな
った日の前日までの間に使用した年次休暇に相当する休暇又は年次休暇の日数を
減じて得た日数（当該日数が基本日数に満たない場合にあっては、基本日数） 

２ 年次休暇（この項の規定により繰り越されたものを除く。）は２０日を限度とし
て、当該事業年度の翌事業年度に繰り越すことができる。 

（中 略） 

第２７条 第２７条 短時間勤務特定職員が、次の各号の一に該当する場合（第１０号及び第１１
号に掲げる場合にあっては、１週間の勤務日の日数が２日を超える者に限る。ただ
し、これらの休暇を取得できる短時間勤務特定職員の制限については、育児休業、介
護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第７６
号）第１６条の３第２項又は第１６条の６第２項の規定において準用する第６条第
１項ただし書による労使協定がある場合に限る。）には、特別休暇を与えることがあ
る。 
(1)～(9) （略） 
(10) 小学校就学の始期に達するまでの子（配偶者の子を含む。）を養育する短時間
勤務特定職員が、その子の看護（負傷し、若しくは疾病にかかったその子の世話を
行い、又はその子に予防接種若しくは健康診断を受けさせることをいう。）のため
勤務しないことが相当であると認められる場合 一の事業年度において当該子が
１人の場合は５日、２人以上の場合は１０日の範囲内の期間 

(11) 短時間勤務特定職員が負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により２週
間以上の期間にわたり日常生活を営むのに支障がある者（前号に掲げる場合を除
く。）を介護するため勤務しないことが相当であると認められる場合 一の事業年
度において当該者が１人の場合は５日、２人以上の場合は１０日の範囲内の期間 

(12) ・(13)  （略） 
(14) 短時間勤務特定職員が夏季における盆等の諸行事、心身の健康の維持及び増進
又は家庭生活の充実のため勤務しないことが相当であると認められる場合 その
者の１週間の勤務日の日数に応じ、一の事業年度の６月から１２月までの期間に
おける、次の表の日数欄に掲げる週休日、休日、代休日及び勤務時間等規程第２２
条第２項の規定による年次休暇を取得した日を除いて原則として連続する日数の
範囲内の期間 

１週間の勤務日の日数 ５日 ４日 ３日 
日数 ３日 ２日 １日 

(15)～(17) （略） 
(18) 短時間勤務特定職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで次に掲げる社会に貢献
する活動（専ら親族に対する支援となる活動を除く。）を行う場合で、その勤務し
ないことが相当であると認められるとき その者の１週間の勤務日の日数に応
じ、一の事業年度において次の表の日数欄に掲げる日数の範囲内の期間 
ア 地震、暴風雨、噴火等により相当規模の災害が発生した被災地又はその周辺の
地域における生活関連物資の配布その他の被災者を支援する活動 

イ 身体障害者療護施設、特別養護老人ホームその他の主として身体上若しくは精
神上の障害がある者又は負傷し、若しくは疾病にかかった者に対して必要な措
置を講ずることを目的とする施設における活動 

ウ 身体上若しくは精神上の障害、負傷又は疾病により常態として日常生活を営む
のに支障がある者の介護その他の日常生活を支援する活動 
１週間の勤務日の日数 ５日 ４日 ３日 ２日 １日 
日数 ５日 ４日 ３日 ２日 １日 

(19) 短時間勤務特定職員が不妊治療に係る通院等のため勤務しないことが相当で
あると認められるとき 一の事業年度において５日（当該通院等が体外受精その
他の別に定める不妊治療に係るものである場合にあっては、１０日）の範囲内の期



10 
 

間 
(20) 短時間勤務特定職員がワークライフバランス及び業務の生産性の向上を図る
ため、勤務しないことが相当であると認められるとき 一の事業年度において第
１４号の表の日数の項に掲げる日数の範囲内の期間 

（後 略） 

 

国立大学法人京都大学支援職員就業規則 

（令和４年達示第３号） 

 

別表第３（第１５条第２項関係） 

勤務時間等規程
の規定 

適用する規定 

（前 略） 

第２１条 第２１条 年次休暇は、一の事業年度ごとにおける休暇とし、その日数
は、一の事業年度において、次の各号に掲げる特定短時間勤務支援職
員の区分に応じて、当該各号に掲げる日数とする。 
(1)  （略） 
(2) 当該事業年度の中途において、新たに特定短時間勤務支援職員と
なった者 その者の当該事業年度における在職期間及び１週間の
勤務日の日数に応じ、次の表の日数欄に掲げる日数（以下この条に
おいて「基本日数」という。）  

在職期間 
１週間の勤務日の日数 

５日 ４日 ３日 ２日 １日 
１月に達するまでの期間 ２日 ２日 ２日 １日 １日 
１月を超え２月に達するまで
の期間 

３日 ３日 ２日 ２日 １日 

２月を超え３月に達するまで
の期間 

５日 ４日 ３日 ２日 １日 

３月を超え４月に達するまで
の期間 

７日 ６日 ４日 ３日 ２日 

４月を超え５月に達するまで
の期間 

８日 ６日 ５日 ３日 ２日 

５月を超え６月に達するまで
の期間 

１０日 ８日 ６日 ４日 ２日 

６月を超え７月に達するまで
の期間 

１２日 ９日 ７日 ５日 ２日 

７月を超え８月に達するまで
の期間 

１３日 １０日 ８日 ５日 ２日 

８月を超え９月に達するまで
の期間 

１５日 １２日 ９日 ６日 ３日 

９月を超え１０月に達するま
での期間 

１７日 １３日 １０日 ６日 ３日 

１０月を超え１１月に達する
までの期間 

１８日 １４日 １０日 ７日 ３日 

１１月を超え１年未満までの
期間 

２０日 １５日 １１日 ７日 ３日 

(3) 当該事業年度において新たに行政執行法人の職員、国家公務員
（特別職に属する者を含む。）、国有林野事業を行う国の経営する
企業に勤務する職員の給与等に関する特例法（昭和２９年法律第１
４１号）の適用を受ける職員、地方公務員、地方独立行政法人の職
員又は沖縄振興開発金融公庫その他その業務が国の事務若しくは
事業と密接な関連を有する法人のうち国家公務員退職手当法施行
令（昭和２８年政令第２１５号）第９条の２各号に掲げる法人の職
員（以下この条において「国等の職員」という。）となった者で、
引き続き特定短時間勤務支援職員となったもの 国等の職員とな
った日において新たに特定短時間勤務支援職員となったものとみ
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なした場合におけるその者の在職期間に応じた基本日数から、新た
に特定短時間勤務支援職員となった日の前日までの間に使用した
年次休暇に相当する休暇の日数を減じて得た日数（当該日数が基本
日数に満たない場合にあっては、基本日数） 

(4) 当該事業年度の前事業年度において国等の職員であった者であ
って引き続き当該事業年度に新たに特定短時間勤務支援職員とな
ったもの又は当該事業年度の前事業年度において特定短時間勤務
支援職員であった者であって引き続き当該事業年度に国等の職員
となり引き続き再び特定短時間勤務支援職員となったもの 国等
の職員としての在職期間及びその在職期間中における年次休暇に
相当する休暇の残日数等を考慮し、その者の１週間の勤務日の日数
に応じ、１号に掲げる表の日数欄に掲げる日数（以下この号におい
て「基礎日数」という。）に当該事業年度の前事業年度における年
次休暇に相当する休暇又は年次休暇の残日数（当該日数が基礎日数
を超える場合にあっては、基礎日数）を加えて得た日数から、特定
短時間勤務支援職員となった日の前日までの間に使用した年次休
暇に相当する休暇又は年次休暇の日数を減じて得た日数（当該日数
が基本日数に満たない場合にあっては、基本日数） 

２ 年次休暇（この項の規定により繰り越されたものを除く。）は２０
日を限度として、当該事業年度の翌事業年度に繰り越すことができ
る。 

（中 略） 

第２７条 第２７条 特定短時間勤務支援職員が、次の各号の一に該当する場合
（第１０号及び第１１号に掲げる場合にあっては、１週間の勤務日の
日数が２日を超える者に限る。ただし、これらの休暇を取得できる特
定短時間勤務支援職員の制限については、育児休業、介護休業等育児
又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第７６
号）第１６条の３第２項又は第１６条の６第２項の規定において準用
する第６条第１項ただし書による労使協定がある場合に限る。）には、
特別休暇を与えることがある。 
(1)～(9) （略） 
(10) 小学校就学の始期に達するまでの子（配偶者の子を含む。）を養
育する特定短時間勤務支援職員が、その子の看護（負傷し、若しく
は疾病にかかったその子の世話を行い、又はその子に予防接種若し
くは健康診断を受けさせることをいう。）のため勤務しないことが
相当であると認められる場合 一の事業年度において当該子が１
人の場合は５日、２人以上の場合は１０日の範囲内の期間 

(11) 特定短時間勤務支援職員が負傷、疾病又は身体上若しくは精神
上の障害により２週間以上の期間にわたり日常生活を営むのに支
障がある者（前号に掲げる場合を除く。）を介護するため勤務しな
いことが相当であると認められる場合 一の事業年度において当
該者が１人の場合は５日、２人以上の場合は１０日の範囲内の期間 

(12) ・(13)  （略） 
(14) 特定短時間勤務支援職員が夏季における盆等の諸行事、心身の
健康の維持及び増進又は家庭生活の充実のため勤務しないことが
相当であると認められる場合 その者の１週間の勤務日の日数に
応じ、一の事業年度の６月から１２月までの期間における、次の表
の日数欄に掲げる週休日、休日、代休日及び勤務時間等規程第２２
条第２項の規定による年次休暇を取得する日を除いて原則として
連続する日数の範囲内の期間 

１週間の勤務日の日数 ５日 ４日 ３日 
日数 ３日 ２日 １日 

(15)～(17) （略） 
(18) 特定短時間勤務支援職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで次に
掲げる社会に貢献する活動（専ら親族に対する支援となる活動を除
く。）を行う場合で、その勤務しないことが相当であると認められ
るとき その者の１週間の勤務日の日数に応じ、一の事業年度にお
いて次の表の日数欄に掲げる日数の範囲内の期間 
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ア 地震、暴風雨、噴火等により相当規模の災害が発生した被災地
又はその周辺の地域における生活関連物資の配布その他の被災
者を支援する活動 

イ 身体障害者療護施設、特別養護老人ホームその他の主として身
体上若しくは精神上の障害がある者又は負傷し、若しくは疾病に
かかった者に対して必要な措置を講ずることを目的とする施設
における活動 

ウ 身体上若しくは精神上の障害、負傷又は疾病により常態として
日常生活を営むのに支障がある者の介護その他の日常生活を支
援する活動 
１週間の勤務日の
日数 

５日 ４日 ３日 ２日 １日 

日数 ５日 ４日 ３日 ２日 １日 
(19) ４０歳又は５０歳に達した特定短時間勤務支援職員が職業生活
の節目において心身のリフレッシュを図るため勤務しないことが
相当であると認められる場合 当該年齢に達した日から１年を経
過する日までの間（当該期間中に国立大学法人京都大学教職員出向
規程（平成１６年達示第７６号）第２条に規定する在籍出向に係る
期間がある場合は当該期間を考慮して別に定める期間）における週
休日、休日、代休日及び勤務時間等規程第２２条第２項の規定によ
る年次休暇を取得する日を除いて原則として連続する５日の範囲
内の期間 

(20) 特定短時間勤務支援職員が不妊治療に係る通院等のため勤務し
ないことが相当であると認められるとき 一の事業年度において
５日（当該通院等が体外受精その他の別に定める不妊治療に係るも
のである場合にあっては、１０日）の範囲内の期間 

(21) 特定短時間勤務支援職員がワークライフバランス及び業務の生
産性の向上を図るため、勤務しないことが相当であると認められる
とき 一の事業年度において第１４号の表の日数の項に掲げる日
数の範囲内の期間 

（後 略） 

 


